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１．緒言 
足元の世界同時不況は、経済環境の悪化による失

業者の増加を招き、また、我が国の特徴的な問題で

ある急速な少子高齢化の進展は、人口構成のバラン

スに変化を与え、生活スタイルの変化や今まで積み

上げられてきたあらゆる社会基盤に影響を及ぼして

きている。 

そのような状況下、我が国では“総合型地域スポ

ーツクラブ”“スポーツボランティア”“スポーツマ

ネジメント”という言葉が定着しつつあり、新たな

スポーツシーンの創造が進められてきている。 

それらの言葉は、スポーツは選手以外の他者の支

えなくしては成り立たない現実を表面化させ、次代

のスポーツの在り方に的確なメッセージを発信して

いるものであると考える。 

今までは暗黙知の中で処理され、言わば日陰にな

っていた部分や、“やりたい人がやればいい”とか“き

っと誰かがやってくれる”といった他者依存の中で

整理されていた面について、今後は確かな意思を持

って取り組む事が非常に重要になってくるのではな

いだろうか。 

逆に、そうしていかなければ、人々の様々な成長

や生活に大きな影響を与え続けてきたスポーツを、

今後支えていくべき基幹部分である、『ひと』や『し

くみ』が機能停止に陥ってしまうのではないかとさ

え危惧しており、それら新しいスポーツシーンの創

出の最大の担い手のひとりとなっていくべき立場に

いるのが、大学スポーツ界ではないかと考えている。 

２．水球競技の歴史と日本への伝播 
我が国においては英国式の水球が伝わる以前より、

「打球戯」や「西瓜取り」として水中競技が行われ

ていた。1898 年（明治 31 年）に嘉納治五郎によっ

て結成された『造士会』においても水術の練習に力

が入れられており、紅白に分けられたチームが水面

上に浮かべられた複数の小玉を船上に設置されたゴ

ール（球門）に投入するという「打球戯」は水術訓

練の一環として盛んに取り入れられてきた。 

３．日本水球界の現状と課題 
日本がオリンピックという国際舞台に立てない理

由としては、 

１）外国人選手との体格差 

２）国際経験そのものの不足 

３）社会人の競技環境が整備されていない等 様々

な理由が考えられる。 

日本水泳連盟水球委員会は、長期的な視点に立っ

た選手育成プログラムの開発及び環境の整備が立ち

遅れていたとの点を挙げており、それらに対する遅

れを挽回する為に２００３年に『日本水球競技の長

期一貫指導型競技者育成プログラム（以下「水球一

貫指導プログラム」）』を開発した。 

４．水球クラブの活動状況と先行事業の取り組

み 
４．１既存水球クラブの現状研究 

 国内における小・中学生カテゴリーにおいて継続

的に優秀な競技成績を残している下記４チームを訪

問し、インタビュー調査を実施した。 

 



４．２ 先行事業の実施 

２００８年７月にて先行事業として小学生を対象

に水球スクールを開講。 

ＪＯＣの提唱する一貫指導システムや水泳連盟の

開発した水球一貫指導プログラムの一端を現場にて

疑似体験すると共に、我々の持つ能力（指導力・プ

ログラム遂行力）や実際の小学生の反応、更には選

手や運営スタッフに与える影響（人間形成プログラ

ムとしての位置付け）について確認した。 

５．ミッション・ビジョン・運営モデル 
水球競技における一貫強化プログラムの実現は日

本水球界の普及・発展に不可欠な取り組みであり、

それらに寄与していく事は、競技界の TOP チームの

一員である当部の使命であると考え、実現の為の施

策として今までに水球競技の現場においては実際に

存在していなかった、大学クラブ『ワセダ水球クラ

ブ』を立ち上げ、一貫指導・強化体制を確立してい

きたいと考える。 

【ミッション】 

水球を通じてクラブに関わる全ての人達の笑顔と

元気（と未来）を創造していく 

『我々は、元気ある明るいワセダ水球コミュニィテ

ィーを構築していく為に、クラブに関わるあらゆる

層の人々に、クラブを中心として“水球をみる・す

る・ささえる”場面を提供し、それらを通じてそこ

へ集う皆の元気（と未来）を創造していく事を使命

とする』 

【ビジョン】 

元気あるワセダ水球クラブコミュニティーの構築 

（戦略） 

①継続しうるマネジメント体制の構築 

②水球エリートの育成 

③組織運営におけるソリューション意識の醸成 

（タスク） 

①水球を軸にした魅力的な運営プログラムの創造 

②人間形成プログラムの作成と PDCA サイクル実施 

（OUTPUT） 

① 日本水球界への貢献（普及・強化への参画・水

球ファンの増加） 

② 社会貢献の出来る水球人材の輩出量増加 

③ 基軸となる水球ジュニアスクールの確立 

６．ワセダ水球クラブｼﾞｭﾆｱｽｸｰﾙ事業の展開 
本項では、ワセダ水球クラブの基幹事業である、

ジュニアスクールの事業計画について記述していく。 

当クラブのビジョンとして掲げた、日本水球の普及

発展に寄与していく為、また先行事業にて確認した、

社会に貢献する力を持った水球人材の育成の観点か

ら、本事業の重要性を捉え、具体的実行計画を探っ

ていく。 

 

図１２.スクール事業における SWOT 分析 

７．施設  
施設名：上井草スポーツセンター 

所在地： 杉並区上井草３－３４－１ 

施 設：プール（２５ｍ×６コース、 

水深１．２～１．３５ｍ） 

本施設は、2009 年度からは㈱東京アスレチックク

ラブと東京フットボールクラブ㈱のコンソーシアム

が受託し、ワセダクラブが協力団体となり支えてい

く予定であり、ワセダクラブの水泳Ｄｉｖの活動場

所として積極的に利用を検討。 

８．リスクマネジメント 
ジュニアスクール事業における最大のリスクは、開

講中に発生する不慮あるいは人的事故の発生である。 

外的要因・内的要因の両側面からそれらに対するマ

ネジメント体制を検証する。        以上 
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１．緒言 

１．１研究背景 

昨年 8月に開催された北京オリンピックを起爆剤とした 2000 年代のスポーツを取り巻く環境は、まさに

百花繚乱の趣さえ感じさせるものであった。シドニー～アテネ～北京と 3度に渡るオリンピックの開催、

サッカーにおいては初の日韓共催によるアジアでのワールドカップの実施や、様々なスポーツに於けるプ

ロ化・国際化が一気に進み、スポーツに関わるビジネスもそれに応じて益々多様化・進化し、それらを支

える莫大なマネーの動きも活発化してきていた。 

しかし、9月に表面化した米国におけるサブプライムローンの破綻をきっかけに、世界は一気に同時不

況へと突入し、今後スポーツ界への影響もただならぬ規模感で襲いかかって来ることは想像に難しくない。 

足元の世界同時不況は、経済環境の悪化による失業者の増加を招き、また、我が国の特徴的な問題であ

る急速な少子高齢化の進展は、人口構成のバランスに変化を与え、生活スタイルの変化や今まで積み上げ

られてきたあらゆる社会基盤に影響を及ぼしてきている。 

これらの問題は、様々なプロスポーツの財政悪化や企業スポーツの衰退、旧来型の学校体育の限界、地

域スポーツ発展への阻害等多くの問題点を生み出しており、それらは日本スポーツ全体の発展力や競技力

の低下に少なからず結びついてくるものとして懸念されている。 

 

そのような状況下、我が国では“総合型地域スポーツクラブ”“スポーツボランティア”“スポーツマ

ネジメント”という言葉が定着しつつあり、新たなスポーツシーンの創造が進められてきている。 

それらの言葉は、スポーツは他者の支えなくしては成り立たない現実を表面化させ、次代のスポーツの

在り方に的確なメッセージを発信しているものである。 

今までは暗黙知の中で処理され、言わば日陰になっていた部分や、“やりたい人がやればいい”とか“き

っと誰かがやってくれる”といった他者依存の中で整理されていた面について、今後は確かな意思を持っ

て取り組む事が非常に重要になってくるのではないだろうか。 

逆に、そうしていかなければ、人々の様々な成長や生活に大きな影響を与え続けてきたスポーツを、今

後支えていくべき基幹部分である、『ひと』や『しくみ』が機能停止に陥ってしまうのではないかとさえ

危惧しており、それら新しいスポーツシーンの創出の最大の担い手のひとりとなっていくべき立場にいる

のが、大学スポーツ界ではないかと考える。 

 

筆者は 2004 年～2007 年の 3 年間、及び 1998 年～2001 年にかけての 4 年間、早稲田大学水泳部水球部門

監督として、現場において直接水球指導に携わってきた。 

同部の歴史は、1905 年（明治 38 年） 神奈川県逗子海岸駅前の農家を宿舎に借り、「游泳部」の看板

を掲げて開始したことに遡る。創部当時、競泳はまだ行われておらず５０～６０名の部員は日本泳法の練

習をしていたという。 

以来 103 年に渡る長き歴史の中で、下記に列挙するように各種目において、他校に引けを取らない成績

を残してきており、水泳競技界におけるその功績は計り知れないものがあるものと考える。 
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（競泳部門） 日本学生選手権    総合優勝  31 回 

       オリンピック出場選手    延べ 111 名 

オリンピックメダリスト   延べ  13 名 

（水球部門） 日本学生選手権    優勝     4 回 

       日本選手権      優勝    １１回 

       オリンピック出場選手    延べ  24 名 

（飛込部門） 日本学生選手権    総合優勝   5 回 

       オリンピック出場選手        4 名 

 

今日においても、記憶に新しいところでは、先の北京オリンピックにおける、競泳部門／藤井拓郎選手

の 400Ｍメドレーリレー3位入賞があげられるが、それを指導された奥野コーチや支え続けたチームメイト

も含めた素晴らしい成果であり、今後ロンドンに向けて更なる飛躍が期待されるものと思われる。 

また、水球部門においては、日本チームとしてのオリンピック出場は果たせなかったものの、今年度東

京にて開催されたFINA2008水球ワールドリーグアジアオセアニアラウンドへ4名の代表選手を輩出する等、

今後の日本水球を支えていくべき人材を保持している。 

同部は、間違いなくこれまでの日本水泳界をリードしてきた牽引役のであり、今後も牽引し続けなけれ

ばならない使命と期待を背負っているといっても過言ではない。 

 

１．２研究目的 

先に述べた背景の下、今後 大学スポーツ界に対する社会からの期待は益々高まっていくものと考えて

おり、我々は自らの持てるノウハウを積極的に活用しつつ、社会との調和を図り、共存・共生していく為

の様々な発信をし続けていかなければならない。 

そこで、本リサーチペーパーにおいては、筆者がこれまで深く拘ってきた水球競技の日本における現状

を見据えたうえで、早稲田大学水泳部水球部門として担うべき水球競技の普及・発展・強化にいかに寄与

していけるかを検証する。 

方法としては、今後の普及・強化における組織体制構築の中で不可欠とされる、長期視点に立った一貫

強化プログラムを実践しうる『ワセダ水球クラブ』の立上げを模索しつつ、その基幹事業の一つである小・

中学生向け水球スクールの開講を計画し、国内における大学水球チームとして取り組むべき施策の先行事

例となりうる事業計画を立案する。 

 

２．水球競技の歴史と日本への伝播 

２．１水球競技の発祥 

水球はイギリスで発祥したといわれる。 

19 世紀半ばにイングランド各地で公衆浴場（プール）が開設されると、それらを拠点としたクラブが結

成された。 その中では、当時の駿馬の名前をつけた木製の頭付き樽にまたがってレースを行う「ウォー

ターダービー」などが行われ人気を博していたようである。 
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英国は馬上より球を奪い合い、ゴール数を競う“ＰＯＬＯ”の発祥の地としても有名であるが、その様

相は水中競技にも反映され、スイマー達がスケッグと呼ばれる水中姿勢安定板付きの樽に跨り、浮いてい

るボールをパドルで奪い合う水上ＰＯＬＯも行われるようになったとされており、これが水球（Ｗａｔｅ

ｒ Ｐｏｌｏ）の語源であると言われている。（但し、競技に用いられたインド製のゴムボールをヒンズ

ー語でＰｕｌｕ（プル）と呼ぶ事から、それが訛ってＰｏｌｏになったとされる説もあり、明確な記述は

ない） 

 樽に跨らない、所謂今日のサッカー型プレイスタイル＋ラグビー型ルール（足を使ってボールをコント

ロールし、決められたボート等のゴールポジションにボールを運ぶ）での水中球技も同時に行われており、

水中での激しいボールの奪い合いが繰り広げられ、観戦者の興味を惹きつけていたようである。 

これに対しイングランドのメトロポリタン水泳協会（Metropolitan Swimming Association）が、1870

年に水中フットボール（Football in the  Water）の名称でルールを策定した事が競技としての水球の起

源とされている。 

 その後、1888 年にアマチュア水泳連盟（Amateur Swimming Association，ＡＳＡ）によって、現在の

ルールの原型となった統一ルールが制定され、1890 年 7 月 28 日ロンドンにて初めてイングランド対スコ

ットランドの国際試合が開催された。 

 1900 年の第２回パリ・オリンピックで水球は団体種目として初めて採用され、セーヌ川で行われた決勝

戦では、英国がベルギーを７対２で下し、初代オリンピック・チャンピオンとなった。（第１回オリンピ

ックは個人種目のみでの開催） 

  

 図１ The first 'forms' of water polo 

 

２．２ 日本への伝播と普及の歴史 

我が国においては、英国式の水球が伝わる以前より「打球戯」や「西瓜取り」として水中競技が行われ

ていた。1898 年（明治 31 年）に嘉納治五郎によって結成された『造士会』においても水術の練習に力が

入れられており、紅白に分けられたチームが水面上に浮かべられた複数の小玉を船上に設置されたゴール

（球門）に投入するという「打球戯」は水術訓練の一環として盛んに取り入れられていた。 

3 
 



また、「西瓜取り」は、その名の通り海中で二手に分かれて西瓜を奪い合い、西瓜を敵陣の筏の上に置

いた方が勝ちというゲームで、西瓜をボールに見立てれば当に英国式の水球と瓜二つであったのではない

かと考えられる。 

  

図２ 打球戯のようす（造士会、1901）  

 

日本で最初に水球を行った記録は、1907 年（明治 40 年）8月 5日の第 2回関東連合遊泳大会とされてお

り、一高（現・東京大学）と東京高範（現・筑波大学）間にて、館山北条海岸（千葉県）で行われたよう

である。また、慶応義塾へはティルソン・ウィード（Tilson Weed）教授が紹介したとされており、1915

年（大正 4年）8月には、葉山海岸（神奈川県）にて横浜外人クラブと慶応義塾との間で、日本における

初の国際試合が行われた。 

国内での水球競技会のスタートは、1925 年（大正 14 年）10 月に玉川プールでおこなわれた大日本水上

競技連盟主催の「全日本選手権水上競技会」であり、初代チャンピオンは東京ウォーターポロ倶楽部（東

海代表）であった。（2位・慶応義塾、3位・帝国水友会） 

翌年の 1926 年（大正 15 年）9月には、同じく玉川プールにて日米対抗水上競技大会が開催され、番外

として初の公式水球国際試合も行われた。結果は０対８の大敗であったが、観衆も含めた関係者間の水球

への取り組み機運を高めるきっかけになった。 

1930 年（昭和 5年）になると、全日本学生選手権が 9大学（早稲田・慶応・明治・帝国・日本・法政・

一校・立教・拓殖）／9日間に渡ってリーグ戦方式にて争われるようになり、日本水球のレベル向上に繋

がったといわれている。 

同年 10 月には新装となった明治神宮プールにおいて行われた極東競技大会（海外からの参加は中華民国

のみであった）が開催され、早稲田大学が先の全日本学生に続き優勝を遂げた。 

1932 年（昭和 7年）6月のロスアンゼルスオリンピックでは、参加 5 カ国中 4位であったものの初めて

の出場を果たし、日本水球界発展の大きなきっかけとなった事は言うまでもない。 
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３．日本水球界の現状と課題 

３．１ 日本の国際大会（オリンピック）での戦績 

オリンピックにおける水球日本代表チームの戦績は 

表１にあげる通りであり、1984 年に行われた二回目の 

ロサンゼルス大会の出場を最後に 20 年以上に渡り出場の 

機会を得られていない。 

日本がオリンピックという国際舞台に立てない理由と 

しては、オリンピック大会自体が出場１２チームで争わ 

れるという極めて狭き門となっている事もさる事ながら、 

１）外国人選手との体格差 ２）国際経験そのものの不足 

３）社会人の競技環境が整備されていない等 様々な理由が 

考えられる。 

また、東京オリンピック（1964）の監督であった鶸田武(1965)は当時の総括として、１）競技人口の拡

充と指導者の養成 ２）高校～大学での方指導理念の一本化３）大型選手の育成 の 3点を今後の恒久的

対策として取り組む必要があると述べている。                                   

そういった現状を踏まえ、日本水泳連盟水球委員会としては、長期的な視点に立った選手育成プログラ

ムの開発及び環境の整備が立ち遅れていたとの点を挙げており、それらに対する遅れを挽回する為に２０

０３年に『日本水球競技の長期一貫指導型競技者育成プログラム（以下「水球一貫指導プログラム」）』

を開発した。 

  

３．２ 「水球一貫指導プログラム」開発の目的 

 文部省（当時）が 2000 年 9 月に国策として発表した「スポーツ振興法計画」において、地域におけるス

ポーツ環境の設備の充実・日本の国際競技力の総合的な向上・生涯スポーツや競技スポーツが学校体育と

連携を深める事との 3点の具体策が示され、その課題として 

 ①一貫指導システムの構築 

②トレーニング拠点の整備 

③指導者の養成・確保④競技者が安心して競技に専念出来る環境整備 が挙げられた。 

 特に①一貫指導システムの構築 に関しては、従来の学校教育主導型の指導環境では長期的かつ計画的

な指導は行われにくいと分析し、優れた競技者が一貫した指導理念と個人の特性や発達段階に基づいてト

ップレベルの競技者へと育成されるシステムを各競技が構築しなければならないと提唱している。 

「水球一貫指導プログラム」は、発育・発達段階に関する科学的知見を取り入れた指導プログラムであ

る。従来までの成長過程にそぐわないトレーニングを課してきた事に起因する、競技選手の早熟・使い過

ぎによるスポーツ障害（オーバーユースシンドローム）・燃え尽き症候群（バーンアウトシンドローム）

競技からの早期引退（ドロップアウト）といった様々な問題を回避すべく、長期的な競技者育成プログラ

ムにおいて選手個々の成長過程における心身の複雑な変化を観察しつつ、プログラムを開発していくとい

うものである。（尚 具体的なプログラムの内容自体は６章にて後述する事とする） 
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３．３ 欧州における長期育成プログラム 

 Bayli(2004)による長期に渡る競技者育成プログラムは、競技特性を加味した早期完成型（早熟型）と長

期完成型（晩熟型）とに分類されており、球技は晩熟型と定義され、競技の導入から引退からまで 6段階

のステージを経て育成すべきとしている。 

この長期育成プログラム（Long Term Athlete Development，LTAD）は、カナダアルペンスキー強会

や英国クリケット協会など国や種目を超えた競技スポーツ統括団体においても実施されている事からも、

優れたモデルである事が裏付けられており、日本の水球一貫指導プログラムの実行においても積極的に取

り入れていくべきものである。 

 これによると、ステージ１（男子６歳～９歳）においては、競技に特化した技術を指導する以前に、様々

な基本的な運動スキルを学習させ、ステージ２（男子９歳～１２歳）で、徐々にスポーツスキルの学習を

導入し、ステージ３（男子１２歳～１６歳）の段階で持久力と筋力の基礎作りを行っていくとされている。   

これは、選手の個々の特性に配慮しつつ、時間をかけた継続的な指導を計画的に行っていく必要性をう

たっているものと考えられる。 

 

表２ 晩熟型競技における 6段階の育成モデル 

 

  （Bayli に基づき、原・榎本 作成、2005） 

３．４ ＪＯＣによる競技者育成プログラム 

また、下記表のようにＪＯＣにおいては、「競技者育成プログラム策定マニュアル」の中で、従来型の

「選手選抜・強化」という単純な図式ではなく、「成長と発育段階を踏まえ、個々の競技者の能力を最大

限に開発するための発掘→育成→強化」というプログラムの構築が不可欠と訴えている。 
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 その中における「一貫指導」とは、ただ同じ場所で同じ指導者によって一貫してスポーツ指導を受ける

というものではなく、異なる環境下においても同じ指導理念のもとで一貫した最適プログラムを選手に対

して提供すべきというものであると定義づけている。 

さらに、こうした具体的な展開を支えていく為には、心的資源（指導者・サポートスタッフ）、物的資

源（施設・用具）、知的・文化資源（指導プログラム）、そしてそれらを有機的に連携し運営するマネジ

メント機能が必要であるとされており、それらを支えるサポート人員の確保・育成の為の選手のポスト期

での活動の重要性と循環する仕組みの構築にポイントが置かれている。 

 

図３ 一貫指導システムの基本的な考え方 

 （JOC に基づき、原・榎本 改編、1998）     

３．５ 日本水球界における競技登録の現状 

３．５．１ 競技登録者数について 

表３  ２００７年度　日本水泳連盟競技者登録実績

　①　競技別登録者数　（複数登録含む） ②　水球競技登録者数　（複数登録除外）

単位：人 Ａ Ｂ Ｂ÷Ａ
競泳 飛び込み 水球 シンクロ 日本泳法 ＯＷ 総　計 構成比 男 女 総　計 構成比 域内比

東北 11,362 42 283 116 0 0 11,803 9.59% 東北 211 33 244 5.5% 2.1%
関東 39,927 123 2,137 330 183 29 42,729 34.73% 関東 1,522 381 1,903 42.8% 4.5%
北陸 3,695 58 453 65 2 0 4,273 3.47% 北陸 265 39 304 6.8% 7.1%
中部 15,124 38 530 90 0 2 15,784 12.83% 中部 391 34 425 9.5% 2.7%
近畿 18,814 49 1,017 231 39 23 20,173 16.40% 近畿 500 175 675 15.2% 3.3%

中・四国 12,580 78 534 73 23 1 13,289 10.80% 中・四国 391 45 436 9.8% 3.3%
九州 14,091 112 531 138 89 4 14,965 12.17% 九州 426 38 464 10.4% 3.1%

総　計 115,593 500 5,485 1,043 336 59 123,016 総計 3,706 745 4,451 100.0% 3.6%
構成比 93.97% 0.41% 4.46% 0.85% 0.27% 0.05% 83.3% 16.7%

（日本水泳連盟に基づき著者作成）
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さて、上記は 2007 年度の日本水泳連盟への登録実績である。現在 水泳連盟の競技者登録は、競泳・水

球・飛び込み・水球・シンクロ・日本泳法・オープンウォーターの６部門に分かれており、総数は約 12 万

人。 

種目別に捕らえると競泳種目 11 万 5千人と全体の 94％を占めており圧倒的である。これは競技そのも

のの知名度に加え、一人で手軽に取り組めるといった競技特性とが多分に影響しているものと考える。（『ス

ポーツ白書』によると、週に 1～2度の水泳を実施する愛好者は、推計で 256 万人いると言われており、日

本の成人人口の 40 人に 1人は水泳愛好家であり、水泳に関する様々な潜在需要の高さを感じさせる数値で

ある。） 

その中における水球競技登録者の人数は、約 5500 人と全体構成比の 4.5%となっており、絶対数・構成

比共に非常に少ないものとなっている。 

但し、指導者の絶対的な不足による機会の未創出・競技環境の未整備（水深の深いプール・ゴール等の

特殊設備・タイマー等の備品）・チームスポーツであるというハンデキャップを考えれば、水泳連盟への

競技登録者の 20 人に 1人が水球競技という実態はそれなりのインパクトであるといえ、将来的な水泳愛好

家需要へも結び付いているものと思う。 

（尚 水球競技者の特性上、複数チームに跨って登録されているケースもあり、それらを加味すると実数

としては、約 4400 名前後であるものと推測される為、以後は約 4400 名をベースとして記載していく） 

地域別に見てみると、関東地区での登録が圧倒的に多く、約 1900 名と水球登録者全体の 43%を占めてお

り、水泳連盟全体の関東地区構成比（34.7%）を大きく上回っている事が分かる。これは、チームスポーツ

故に主な活動が学校単位となっており、主に大学チームでの登録者が関東地区に集中している事が要因と

してあげられる。逆にチーム数の少ない東北・中部では全体の構成よりも低い傾向が現れている。 

また、近年ジュニアチーム育成に力をいれている北陸地区の構成比が高いことも読み取る事が出来る。 

地勢的な観点からみれば、関東地区における水球競技への取り組みは、競技者分布から見ても分かるよ

うに、その影響度は非常に大きいものと考えられ、効果性の面からも様々な取り組みを関東地区で展開す

る意味合いは強いものと考える。 
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３．５．２ 競技登録チームについて

表４　２００７年度　日本水泳連盟競技者登録実績

　③　区分別登録チーム数　

＊1　複数区分（２区分）に渡る登録が可能であり、極力それらを削除 （単位：チーム　・　人）

登録区分　↓ 実登録数 調整後(*1) 小学生 中学生 高校生 大学生 社会人

スイミングクラブ 30 30 20 10 　 　 390

中学校 35 35 35 455

高校 150 150 150 1,950

大学 51 49 49 637

実業団 5 3 3 39

クラブチーム 99 61 25 15 10 11 793

その他 13 4 3 1 52

総　　計（ﾁｰﾑ数） 383 332 48 60 160 49 15 4,316

推定登録競技者数（人） 4,316 624 780 2,080 637 195

13人／1ﾁｰﾑにて試算 構成比 14.46% 18.07% 48.19% 14.76% 4.52% 100%

累計 14.46% 32.53% 80.72% 95.48% 100%

（日本水泳連盟に基づき著者作成）

 

  次に、登録区分別のチーム数ならびにそれらのカテゴリーに所属する選手数（筆者推定）を見てみる。

現在全国では、スイミングクラブ・中学校・高校・大学・実業団・クラブチームといったカテゴリーの中

で、約３８０のチームが存在する。 前述のように、複数登録のものも存在する為、調整後の数値として実

質的には約３３０チーム程度ではないかと推察される。これを所属メンバーの年齢構成を加味してプロッ

トした表が上記表である。 

（チーム毎の登録メンバー数は正確に捉えられなかった為、一般的な試合登録人数である 13 人/チーム 

と仮定して算出。結果として総数は先の都道府県別登録人数と近似値となる事を確認） 

現在の登録チーム数からみると、高校チームが１６０チームと圧倒的に多く、全体の約半数となってい

る。これを高校生以下の登録チーム数とすると約２７０チーム（約３５００名）に達し、全体の８０％以

上を占めるに至っている。逆に大学生以上の登録選手は激減する構図となってしまっている。 

 水球を継続する為の場としての大学進学というハードルが高い事はもちろんの事、他競技/他趣味への関

心の移行・チャンピオンシップスポーツとしての取り組み意欲の喪失（所謂バーンアウト）・大学チーム

としての受け皿の少なさ・大学以外での競技継続の場の欠如・将来的な展望の無さ等が考えられるが、こ

こでは、高校チーム時における急激な登録チーム増という形態に注目したいと考える。 

 小・中学生時代に慣れ親しんでこなかった水中競技である水球を急に高校生になって取り組んでも、短

期間での強化を図る為の、長時間に渡る基礎的な練習の苦しさや、特殊技能の習得の難しさにより、その

スポーツの楽しさの半分も体験せずに水球競技者としての引退を決意してしまうケースが多いものと推測

される。 

 小学生・中学生期での機会の提供をもっともっと増やす事により、より多くの子供達が楽しく水球に触

れる事が出来、ジュニア期からそのスキルを徐々に醸成しつつ、次のステージへ昇華していく事に繋がれ

ば、それらは日本水球全体の競技力向上へと結びける為の施策の一つとなるのではないだろうか。また、
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そういった人材の育成により長期に渡って水球競技の携わってくれる水球人材の育成・輩出に寄与するも

のと考える。 

 もう一点の着目点としては、やはり大学・シニア世代の競技者の少なさであろう。これは過去から指摘

し続けられている水球競技の強化・普及にとっての根本的な問題である。本件については、様々な見方は

あるものの選手が大学を卒業後も選手を続けつつ社会人として生活し得る道が殆どないという状況が影響

している。 

本年行われた水球北京五輪出場選手の平均年齢は、男子 27.8 歳、女子 25.2 歳である。現在の日本代表

の平均年齢は男子 21.9 歳、女子 20.4 歳と世界の平均からは５年～６年の違いがある。前述したとおり水

球競技そのものが、晩熟型の競技である事を考えれば相当なハンデキャップであり、水球競技の発展には

必ずや克服しなければならない課題である。 

 

３．６ 国内の主要大会の競技結果について 

表５　過去　５　年における 全国大会 競技戦績

春 夏 春 夏 春 夏 春 夏 春 夏

小学生 優勝 三重WPS 与野水球Ｃ 与野水球Ｃ 京都踏水会 山形水球Ｃ 与野水球Ｃ カワサキＳＣ 柏崎アクアＣ 桜泳大川ＳＣ 京都踏水会

準優勝 群馬Ｊｒ 岡山ＷＰＣ カワサキＳＣ 与野水球Ｃ 与野水球Ｃ カワサキＳＣ 群馬Ｊｒ 桜泳大川ＳＣ 群馬Ｊｒ コナミ明石

3位 与野水球Ｃ コナミ明石 長浜ﾖｰｹﾙｽﾞ 山形水球Ｃ カワサキＳＣ 三重WPS 京都踏水会 カワサキＳＣ 京都踏水会 与野水球Ｃ

中学 優勝 群馬Ｊｒ 群馬Ｊｒ 群馬Ｊｒ 群馬Ｊｒ 群馬Ｊｒ 与野水球Ｃ 与野水球Ｃ 山形水球Ｃ 山形水球Ｃ 京都踏水会

準優勝 明大中野中 鶴来中 京都踏水会 青森ヤクルト カワサキＳＣ 沖縄ﾌﾘｯﾊﾟｰ 群馬Ｊｒ 与野水球Ｃ 柏崎アクアＣ 山形水球Ｃ

3位 京都踏水会 青森ヤクルト 鶴来中 コナミ明石 富山ＷＰＣ 山形水球Ｃ 富山ＷＰＣ カワサキＳＣ カワサキＳＣ 与野水球Ｃ

国体 インターハイ 国体 インターハイ 国体 インターハイ 国体 インターハイ 国体 インターハイ

高校 優勝 埼玉 鳥羽（京都） 埼玉 秀明栄光（埼玉） 群馬 前橋商（群馬） 埼玉 前橋商（群馬） 群馬 前橋商（群馬）

準優勝 京都 秀明栄光（埼玉） 鳥取 富山北部（富山） 京都 秀明栄光（埼玉） 群馬 秀明栄光（埼玉） 埼玉 秀明栄光（埼玉）

3位 東京 由良育英（鳥取） 群馬 前橋商（群馬） 埼玉 富山北部（富山） 東京 鹿児島南（鹿児島） 東京 鳥羽（京都）

4位 岡山 富山北部（富山） 東京 埼玉栄（埼玉） 鹿児島 埼玉栄（埼玉） 大分 鳥羽（京都） 鹿児島 鹿児島南（鹿児島）

日本選手権 インカレ 日本選手権 インカレ 日本選手権 インカレ 日本選手権 インカレ 日本選手権 インカレ

大学 優勝 全日体大 日本体育大 全日体大 日本体育大 全日体大 日本体育大 全日体大 日本体育大 全日体大 日本体育大

シニア 準優勝 三建３０ＣＬＵＢ 日本大 三建３０ＣＬＵＢ 日本大 三建３０ＣＬＵＢ 早稲田大 ウォリアーズ 筑波大 ウォリアーズ 筑波大

3位 全仙台大 早稲田大 稲泳会 早稲田大 稲泳会 日本大 三建３０ＣＬＵＢ 日本大 全筑波大 日本大

4位 秀明栄光高 立命館大 日本大 立命館大 日体倶楽部 専修大 稲泳会 専修大 三建３０ＣＬＵＢ 専修大

＊１　小・中学生分野は、全国ＪＯＣジュニアオリンピックカップの成績

＊２　高校生は、全国高等学校総合体育大会（インターハイ）の成績

（日本水泳連盟に基づき著者作成）

2004 2005 2006 2007 2008

 次に、実際の国内大会の競技結果に眼を向けつつ、日本の水球競技の現状につき考察してみる事とする。。 

 表５は、過去 5年間の国内主要大会の競技結果である。 

現在小学校・中学校期では、日本水泳連盟主催の全国ジュニアオリンピック大会があり、春・夏の２回/

年に渡り開催されている。 

 単一小学校単位での出場はなく、基本的にはスイミングクラブを中心としたクラブチームが集い争われ

る。中学に至っても、2005 年春期での鶴来中の 3位入賞を最後に、単一中学校チームでの上位入賞実績は 

なくなっており、近年 若年層レベルでの強化体制がクラブへ移行していっている様子が伺える。 
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 また、上位チームの顔ぶれを見てみると、小学生カテゴリーでは与野水球クラブ（埼玉県）やカワサキ

スイミングクラブ（神奈川県）・京都踏水会（京都府）といったチームが上位を占める機会が多く、中学

生カテゴリーでの群馬ジュニア水球（群馬県）を加えた４チームが常に安定した実績を残している。 

同大会の出場チームは年々増加しており、安定した実力を維持・継続する事は容易ではないものと考え

るが、小学生期に蓄えられた実力が中学生期においても優位に働くことが読み取れる。 

更にその上の高校生カテゴリーにおいては、全国大会として高校総体（インターハイ）と国民体育大会

が主要大会として挙げられる。ここにおいてもジュニア期の実績はそのまま生かされてきており、前橋商

業高校／群馬県・秀明栄光高校／埼玉県・埼玉栄高校／埼玉県・鳥羽高校／京都府が、常に上位入賞を果

たしており、同府県内及び近隣府県のジュニアチームにて指導を受けた選手が、その実力を醸成しつつ 

次のカテゴリーへ進んでいる事が伺える。 

 大学・シニアカテゴリーにおいては、大学選手権（インカレ）及び日本選手権が、全国大会として設定

されており、現在の国内の最高峰レベルの大会と位置付けられている。 

 近年の水球界では、インカレでは日本体育大学・日本選手権では全日体大が連続して日本一の栄冠を手

にしており関係者ならびに選手の方々の弛まぬ努力と強靭な精神力には深い敬意を表したい。 

このカテゴリーでは、必ずしも上記に記載したような水球強豪高校／強豪地域からの出身者のみが活躍

している訳ではなく、突出した潜在能力を環境変化によって開花させる選手も少なくないが、やはりジュ

ニア期に相応の経験を積み、段階的に強化・育成されてきた選手が頭角を現す確率が高いものと言える。 

 即ち、ジュニア期からの継続強化は、シニア期での優秀選手輩出には不可欠な取り組みであり、日本水

球全体のレベルアップに寄与するものであると考える。 

 

３．７ 水球競技におけるノーティカルチャート（航海図） 

国際オリンピック委員会（以下 IOC と略す）の定める評価基準に照らすと、水球競技はその歴史と伝統

において他のオリンピック種目より秀でている面が多いものの、5大陸への普及度と TV 等のメディアへ露

出度においてその評価は低い。水球競技発展のため国際水泳連盟（以下 ＦＩＮＡと称す）は国際試合数

の増加や審判員の能力向上に努める一方、“よりゴール数の多いよりスペクタクルなゲーム”展開を目指

して 2006 年に更なるルール改正に踏み切り、現在はパワーとスピードを兼ね備えた大型プレーヤーを多く

育成出来る環境にあるチームがより有利となってきていると考えられる。 

一方日本では、前述したようにＪＯＣを始めとして多くの競技団体からも、従来の学校教育を主体とし

た競技者育成システムへの過度の依存が国際的競技力の低下の一因ではないかとの指摘されており、水球

における育成プログラムの開発は急務とされている。そこで今後の育成モデルとして示されたのが、図４

である。 
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・国際選手としての強化
・年間30試合の国際試合
・海外リーグも視野に
・引退後のキャリア支援

18-20歳
・シニア代表への強い意識
・世界大会への派遣
・育成期の完成

16-17歳
・海外派遣開始
・大型外国人選手との対峙

14-15歳
・世界スタンダード戦術導入
・国内研修中心
・基本技術の徹底

図４ 国際選手としての競技計画

16歳

18歳

20歳

22歳

24歳

14歳

12歳

学校教育主体型
選手育成期

競技入門期

国際競技選手
強化期

引退

一貫指導型
選手育成期

競技入門期

国際競技選手
強化期

引退

・ゲームの導入
・戦術過多の指導よりも

個人の基礎能力開発
・勝敗結果に拘らない

＝従来型＝

＝未来型＝

16歳

18歳

20歳

22歳

24歳

26歳

14歳

12歳

 

現在の日本の学校教育システムを意識しつつも、国際選手として活躍する為の育成システムの道程を示

したもので、これは、セルビア・モンテネグロ（当時）の育成担当であった Novocelac 氏による、 

 ジュニア期の年代の子供達に勝ち負けに拘らせ過ぎるのは育成上問題があり、この年代は水球の楽し

ませる事に重きを置くべきである。 

 日本の大会では、親・コーチが勝敗に対して加熱しすぎる。 

 早期から戦術を教えすぎる事は、コンタクトプレーやプレーの発想といったプレーヤー個人としての

成長を押さえ込むことになる。 

といった指摘や、前述の Bayli らによる、 

 16 歳頃までは試合数を少なく設定し、過度の競技志向性を押さえないとその後の十分な発達が期待出

来ない。 

といった考えを加味したうえで、策定されたものである。 

 欧州のトップクラスの代表選手は 20 歳以下のジュニア期より 1年に 30 試合前後の国際試合を経験する

ことが出来る。これは、カナダやオーストラリアといった欧州外の国々のシニア代表が目標としている試

合数に相当する。 

 経験値がパフォーマンスに大きく影響するボールゲームの特性上、日本のジュニア選手達にも適切な年

代からの、より多くの国際試合を経験させる環境作りが必要とされており、更にはそれを 20 代後半の引退

に至るまでに繰り返し継続する事が望ましいと考えられている。 
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３．８ 日本代表チームの現状と課題 

 下記は、近年のオリンピックにおける上位チームと日本及びアジア代表である。 

1984 年のロスアンゼルスオリンピック以来日本はオリンピック出場から遠ざかっているが、アジア代表チ

ームとしても、2000年からの3回のオリンピック順位は9位～12位と低レベルであると言わざるを得ない。 

 逆に、ハンガリーの 3連覇に見られるように、セルビア、モンテネグロ、クロアチアといった東ヨーロ

ッパ諸国が安定した順位を保持しつつけている実態を踏まえれば、各国における強化の仕組みを上手く日

本風にアレンジ出来れば、効果的な取り組みへと繋がるものと考える。 

 

表６　近年のオリンピックにおけるメダル獲得チームと日本の戦績

優勝 準優勝 3位 アジア代表及び日本の戦績

1992（ﾊﾞﾙｾﾛﾅ） イタリア スペイン EUN アジア代表：なし　/　日本：アジア大会2位

1996（ｱﾄﾗﾝﾀ） スペイン クロアチア イタリア アジア代表：なし　/　日本：アジア大会3位

2000（ｼﾄﾞﾆｰ） ハンガリー ロシア ユーゴ アジア代表：カザフスタン(9)　/　日本：アジア大会4位

2004（ｱ　ﾃ　ﾈ） ハンガリー セルビアモンテネグロ ロシア アジア代表：カザフスタン(11)　/　日本：アジア大会2位

2008（北　　京） ハンガリー アメリカ セルビア アジア代表：中国(12)　/　日本：アジア大会２位
 

  

日本水泳連盟水球委員会は、こういった状況を踏まえ、2007 年度より外国人コーチの招聘事業を行い、 

現在クロアチ出身のゴラン・サブリッチ氏が指揮をとっている。 

 同氏より開示された、日本水球の中長期目標は下記となっており、代表チームの強化・選手のプロ化に

加え、オフィシャル陣の強化・水球人口の拡大や様々な層に於ける専任化が掲げられており、当部におけ

る今後の取り組みにおいて大いに生かすべき指標であると考える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全日本代表チームの強化方針（2008 財団法人日本水泳連盟水球委員会） 

① 日本代表チームをアジア最強のチームにする。 

② 2012 年ロンドンオリンピック以降継続的に出場する。 

③ 2009 年以降の世界選手権で主要な地位を継続する。 

④ 2011 年以降のジュニア世界選手権でメダル争いをする。 

⑤ トップ選手を輩出するための、日本人コーチ陣の育成・強化。 

⑥ 全ての選手、コーチ、レフェリー、オフィシャルの更なる育成。 

   ⑦ 水球の競技人口拡大に加え、今よりメディアに多く取り上げてもらい、 

「フリッパボール（※子供用易水球）」や「ビーチ水球」なども活用することにより 

日本における水球の認知度を上げる。 

⑧ 水球のあらゆる階層においてプロ化を進める。 

レベルの高い競技を望むのであれば、ボランティアのみに依存するのには限界がある。 

選手、コーチ、マネージャー等に関して水球がそれらの人々の収入源となるように 

しなければならない。 
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４．水球クラブの活動状況と先行事業の取り組み 

 これまでの章における日本における現状を把握したうえで、今後の当部が取り組むべき課題の一つに 

一貫指導体制の確立が掲げられると考える。それに先立ち現状全く経験則のない小・中学生の強化の現状

をインタビュー調査ならびに、先行事業として取り組んでみた。 

 

４．１ 既存水球クラブの現状研究 

 国内における小・中学生カテゴリーにおいて継続的に優秀な競技成績を残している下記４チームを訪問

し、インタビュー調査を実施した。 

コーチ／スタッフの雇用・所属や、チーム運営形態に大きな違いがあり、大別すると地域水球クラブ型

（ボランティア）とスイミングクラブ型との二通りにとなる、 

 ① 与野水球クラブ（埼玉県）       → 地域水球クラブ型 

 ② 群馬ジュニア水球（群馬県）      → 地域水球クラブ型 

 ③ カワサキスイミングクラブ（神奈川県）  → スポーツクラブ型 

 ④ 京都踏水会水泳学校（京都府）      → スポーツクラブ型 

各チームそれぞれに特徴があり、様々な運営体制がそれぞれの条件に則して工夫され、現在に至ってい

るが、共通して言える事は、 

１）水球に情熱を傾ける強いリーダーシップを持った指導者がいること 

２）水球選手である前に、一人の人間としての基礎を教育的視点に立って指導している事 

３）選手とのコミュニケーションを積極的に図る事の出来るノウハウを身につけている事 

といった、指導者やスタッフの人間性を強く感じた。 

 各クラブの特徴は、下記である。 

 

図６ 各クラブの特徴 
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４．１．１ 与野水球クラブ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

プールへのアクセス： 基本的に公共交通機関及び自転車にて通部 

                      ⇒ プールは埼京線/与野本町駅より徒歩７分 

費  用 ：月謝6,000円（3か月前納）・入会金2,000円 ⇒ 年1回の総会にて決算報告実施 

      ≪その他費用≫ 合宿費・・・年1回／夏季（山形ｼﾞｭﾆｱﾁｰﾑとの合同練習） 

スタッフ：稲垣監督 他4名（全員基本的にボランティア） 

指導ポイント：過去データの蓄積によるレベル管理とブレない強化方針。 

         ① 主要データ（泳力・脚力・持久力等）を定期的に測定し、相応レベルまでの 

基礎強化を計画的に実施。⇒ 過去30年の歴史  

         ② OBの有効活用 ⇒ 都度 後輩指導に訪れる風土の醸成 

その他：①練習日誌の作成 ⇒ 毎練習ごとに日誌を作成し、選手間にて順次記載。 

              （効果）他選手との意識の共有化。目標・課題の明確化と再認識。 

親も含めたコミュニケーションTOOLとしても活用。 

    ②さいたま市スポーツ少年団へ加盟（一部 助成金制度有） 

    ③リスク管理 ⇒ スポーツ保険に参加 

                  *トータル９～10h／週の継続的強化を実施 （大学生で２0h/週程度）  

【中学生】全国優勝１２回、準優勝１２回、３位３回 

選手数  ： 中学生 １６名 ・ 小学生 １９名    計 ３５名 

選手居住分布： さいたま市内を中心に東京・千葉 等からの越境も有り 

＊ 概ね４ 学区内 程度で比較的纏まっている 

進 学 ： 関東近隣高校（埼玉・東京へ）⇒ 水球継続率は約７０～８０％  

主な活動：（自プール）７･８月は６回/週練習（屋外プール使用可・夏休み）  

其の他、週 ３回／ 水・金・日１８時ＯＲ １９時～２０時４５分 

         （遠征） 適宜実施 ⇒ 近隣へ出稽古 （埼玉栄高 等・OB を多数輩出） 

                         当時 与野市役所員であった野口氏が尽力 

１９７５年（昭和５０年） 日本水泳連盟に正式加入 ⇒ 日本最古のジュニア水球チーム 

代 表 ： 稲垣 仁 

主な活動拠点：さいたま市下落合プール （25Ｍ  Ｘ 12Ｍ  Ｘ （ 水深）110ＣＭ） 

活動目標 ： 水球競技を通して、礼儀をはじめ、自主性、向上心、忍耐力を養い、思いやりのある 

スポーツマンとして、明るく、爽やかで、はつらつとした人間を育てる 

競技成績： 【小学生】全国優勝１０回、準優勝５回、３位７回 

チーム名 ： 与野水球クラブ  

訪問日時 ： 11 月 9 日（日）18:00～21:00 

場 所 ： さいたま市下落合プール（旧与野市民プール） 

ｲﾝﾀﾋﾞｭｰ先 ： 稲垣仁 会長・稲垣徹 監督 

歴 史 ： １９７２年（昭和４７年） 与野市の事業として水球教室を開始（旧与野市民プール建設時） 

15 
 



４．１．２ 群馬ジュニア水球 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

スタッフ   ： 志賀ヘッドコーチ 他 ４名（各々本業有・基本的にボランティア） 

⇒ ボランタリー参画により、コーチの主体性を引き出し、能力を最大限に発揮させる。 

但し、遠征費などの費用はチームにて負担 

指導ポイント ：人間形成（礼儀/マナー）・父兄の巻き込み・私生活の重要性・限界を教える 等 

指導者（チーム）としての目標： 全国優勝を常に狙えるチーム作り/2012 年オリンピック選手の輩出 

目標管理 ： 年間 及び 月間目標を、選手一人一人毎に立てさせる 

勧誘／入部のきっかけ： 口コミ・OB 関係者の子息 

→『 一ヶ月で４種目泳げるようになる！』といった指導力も特徴    

その他 ①イベント：スペイン遠征（高校生以下にて編成）・・・３年ごとに実施（次回 4回目） 

②リスク管理：県共済スポーツ保険へ親子にて加入（500 円／年程度）   

③新規メンバー発掘の為の水球教室開催：夏・冬にて 2 回／年（於：県営プール） 

⇒ 開催費用（10 万円／回）は県教育委員会にて補助（スポーツ普及費用） 

       毎回約 20 名程度の参加者があるものの実際のクラブ入部者は殆どないのが現状   

チーム名：群馬ジュニア水球 

訪問日時 ： 10 月 26 日（日）11:00～13:00 

訪問場所 ： 県立前橋商業高校プール 

ｲﾝﾀﾋﾞｭｰ先 ： 志賀築子 群馬ｼﾞｭﾆｱ水球ヘッドコーチ 

歴史 ： １９９３年頃  県内 Jr.水球の普及発展を目指し 2回/年（合宿形式）の水球教室を開催 

        １９９８年～  志賀築子ヘッドコーチ/本宮万記弘コーチ の現スタイルにて運営開始     

代表者 ： 志賀公一（総括）、本宮万記弘（前橋商水球監督）  

所在地 ：群馬県前橋市 

後 援 ：財団法人群馬県スポーツ振興事業団／群馬県教育委員会スポーツ健康課 

競技成績： 【小学生】全国優勝４回、準優勝３回、３位２回 

【中学生】全国優勝６回、準優勝２回、 

選手数 ： 中学生 8 名／小学生 8 名 

選手居住分布： 前橋市・安中市・高崎市・長野原市等 約５０Ｋ圏内全域より（即ち学校も別々） 

進 学 ： 県立前橋商業高校へ約７０～８０％ （一貫強化体制の体現）  

主な活動（場所）： 冬期 6 回／週 （１１月～3月）木曜休み ⇒ 県立敷島公園プール 

              夏期 7回／週 （4 月～１０月）     ⇒ 前橋商業高校プール  

アクセス方法： 殆どが父兄の自家用車での送迎（父兄の協力が不可欠） 

会費 ： ３０００円／月 ＋ 別途 プール使用料 (200 円/回)   

        ＊ 今年度より会費ＵＰ  ５０００円／月へ  

大会参加費 ： 登録料・備品は月会費から、遠征費は都度徴収 （全国大会参加費用なども）       

出張練習   ： 交通費 都度徴収 
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４．１．３ カワサキスイミングクラブ 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       ≪その他≫ 合宿費  

                  夏･冬 JO/U-15 各大会参加費（試合参加費 及び 宿泊・移動） 

                  遠征費（週末の他プール等での練習） 都度 

スタッフ   ： 監督 他１名（専属／女子  現役水球日本代表）⇒ 両名ともクラブ職員 

指導者（チーム）としての目標： 全国優勝を連覇出来るチーム作り（連覇が真の実力） 

指導ポイント：  時間の共有（ﾌｧﾐﾘｰ的関係の中で対人能力を養う）・全員参加 （公平な機会の提供） 

勧誘 ： 一般コースからの選抜制（不定期での選抜試験により決定）→ タレント発掘 

選抜コースの理念 ： 自己の「心・技・体」を磨き競技成績は勿論、人間形成に必要な要素も高めていき、 

結果、全国でもトップレベルの成績を収める。 

その他 ： ① 海外遠征・・・昨年ドイツ遠征実施 （父兄がアレンジ）本物を体験する 

② リスク管理・・・スポーツ保険加入（詳細不明）   

          ③ 保護者会運営・・・500 円/月にて積み立て実施（自主運営）  

④ 今後の体制・・・ 小１～中 3 の 9学年にて、バランスの取れたチーム体制構築を目指す 

          ＝ 指導者 2名体制での役割分担等も意識し構築 

チーム名 ： カワサキスイミングクラブ 

所在地  ： 神奈川県川崎市高津区宇奈根 607 番地 

訪問日時 ： 11 月 2 日（日）9:00～10:00 

訪問場所 ： 慶応義塾日吉プール 

ｲﾝﾀﾋﾞｭｰ先 ： 彦田監督 

歴  史 ： １９８８年頃  河崎社長のもと水球チームを発足 

          １９９８年～  中山コーチ（前任）の指導をベースに現スタイルにて運営開始     

クラブ商号： ㈱カワサキスポーツサービス （代表：川崎 進） ＊HP 参照 

         （会社概要） 資本金 1,000 万円 ・ 従業員   35 名 

競技成績： 【小学生】全国優勝５回、準優勝８回、３位５回 

【中学生】全国優勝２回、準優勝４回、３位３回 

選手数  ： 中学生 １１名 ・小学生 ２７名    計 ３８名 

選手居住分布： 川崎市近隣 （最寄駅（久地駅）より前後 3駅程度）  ＊４学区内程度に集中 

進学 ： 関東近隣高校（東京・埼玉・神奈川へ）⇒ 但し、水球継続率は半分程度  

練習（場所）： （自プール）週 3 回／ 月・水・金（各 1時間）⇒ 川崎市 自前プール 

                       25Ｍ  Ｘ 12Ｍ  Ｘ （ 水深）110ＣＭ ･･･ 水球強化には十分とは言えない  

（遠征）   週 １～２回／ 土・日  ⇒ 近隣へ出稽古 （KO 大 等） 

                ⇒ トータル 13～14h／週の継続的強化を実施 （大学生で２0h/週程度）  

プールへのアクセス： 基本的にスクールバス 或いは 自転車にて通部 

                     ⇒ 父母の送り迎えはせず、練習には自身での参加が原則！（教育の一環） 

費用 ： 月謝 11,077 円／月( 入会金 10500 円) ⇒ バス利用は別途負担有 
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４．１．４ 京都踏水会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

スタッフ   ： 藤井総監督・宮下コーチ（2名がクラブ職員） 他２名  計 4 名 

指導者（チーム）としての目標： 京都府水球組織の一員としての一貫した指導体制の確立 

指導ポイント：  基礎教育の徹底 ⇒ 数階層による、4泳法 及び 日本泳法のマスターが必須       

                          *日本泳法取得は水球への導入には非常に有利    

指導理念 ： 水球指導だけ偏らない、健全なる青少年の育成の実現 

スカウト ： 基礎コース終了後に特別コース（競泳・水球・シンクロ）への入会が可能となる為、 

早期段階より水球に適した基礎能力を持つ選手をスカウトする → タレント発掘 

その他 ： ① 栄養教育の実施・・・専門家の指導（有料）による相談会を実施 

② 陸上トレーニングの継続実施・・・同水泳学校では、水球コースのみならず全てのクラス 

において、毎 30 分の陸上トレーニングを実施。 

③リスク管理・・・スポーツ保険加入（詳細未確認）            

チーム名：財団法人 京都踏水会水泳学園  

所在地 ：京都府京都市左京区聖護院 （最寄駅：京阪電車・丸太町から徒歩5分） 

代表  ：村田 弘武 

訪問日時 ： 12 月 27 日（土）12:00～15:00 

訪問場所 ： 京都府立洛星高校プール 

ｲﾝﾀﾋﾞｭｰ先 ： 藤井総監督・宮下コーチ・角谷コーチ 

歴史 ： １８９６年（明治 29 年）大日本武徳会遊泳部として発足（小堀流踏水術の習得と普及） 

                    第 1 回日本選手権水球競技 優勝チーム 

１９８０年（昭和 55 年）現藤井総監督 コーチ就任（第 2回ｼﾞｭﾆｱｵﾘﾝﾋﾟｯｸより参戦）     

競技成績： 【小学生】 全国優勝９回 

【中学生】（男子）全国優勝３回、（女子）全国優勝 17 回 

選手数 ： 中学生 １９名 ・小学生 ２０名    計 ３９名 

選手居住分布： 京都市近隣（５～６㎞程度）  

進学 ： 京都市内の近隣高校へ ⇒ ７～８割が高校進学後も水球継続（京都府のｽﾎﾟｰﾂ普及制度有） 

練習（場所）： （自プール）週 6 回／ 月 ～ 土 （各 2時間半～3 時間半） 

                        15Ｍ  Ｘ 10Ｍ  Ｘ （ 水深）210ＣＭ ･･･ 日本泳法 鍛練に有効   

（遠征）    夏季は鳥羽高校等への出稽古 

プールへのアクセス： 基本的に自転車 或いは スクールバスにて通部 

費用 ： 月謝 16,200 円／月( 入会金 5000 円・年間登録料 5000 円)  

       ≪その他≫ 夏･冬 JO 各大会参加費 （試合参加費 及び 宿泊・移動） 

                  遠征費（週末の他プール等での練習） 都度 
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４．２ 先行事業 

２００８年７月にて先行事業として小学生を対象に水球スクールを開講。(2007 年度にも同様に実施) 

ＪＯＣの提唱する一貫指導システムや水泳連盟の開発した水球一貫指導プログラムの一端を現場にて疑似

体験すると共に、我々の持つ能力（指導力・プログラム遂行力）や実際の小学生の反応、更には選手や運

営スタッフに与える影響（人間形成プログラムとしての位置付け）について確認する為に実施。 

 

４．２．１ 実施概要 

① 実施期間  

２００８年  ① ７月 ２０日（日） １４：００ ～ １６：００ ４-６年生 20 名参加 

② ７月 ２７日（日） １４：００ ～ １６：００  １-３年生  36 名参加 

② 開催会場 

所沢市立林小学校 プール  

 

③ 運営体制 

 本事業の運営は WASEDA Club 2000 のメンバーである WILD359ers との協働で行った。同クラブは、 

所沢の子供たちがスポーツ・文化を通じて世界を広げることを目標とし、早稲田大学の学生が中心と 

なって活動している。子どもたちが自分に合ったスポーツを探し、楽しめる場を増やして、心身ともに 

たくましい子を育てたいという思いから、普段触れることの少ないスポーツを子どもたちと一緒に体験 

している。早稲田大学所沢キャンパスを中心として、他競技団体とも協調しつつ地域総合型スポーツク 

ラブの一員として、フラッグフットボールチームやマイナースポーツ体験イベント、ものづくりやスキ 

ル学習、運動神経向上トレーニングなど、所沢の子どもたちへの事業を積極的に行っている。 

普段から子供達との接し方を熟知したメンバーとの協働により、彼らのノウハウを習得しつつ、 

安全面にも配慮した運営が出来る事を目的とした。 

  

④ その他 

◆ 募集方法  ⇒ 校内へチラシ配布しＦＡＸにて受付先着順にて募集  

◆ プロモーション⇒ 所沢市役所内報道ＢＯＸへ開催案内を投入した結果、当日は読売新聞社の取材有。  

           翌日の地方欄へ掲載された。   

◆ 参加費 ⇒ 無 料 

 (費用は早稲田大学水泳部水球部門及び協力団体である日本スポーツ文化創造協議会にて分担) 

《費用》 

・ 保険料                ３００円 / 人  Ｘ  ５６名  ＝  １８，０００ 円   

・ 簡易ゴール製作費   ５，０００円 / 個  Ｘ    ２個  ＝  １０，０００ 円（前年度作成済） 

・ 小学生用ボール     ２，５００円 / 個  Ｘ    ５個   ＝  １２，５００ 円 

                                                     ---------------- 

                                                   計  ４０，５００ 円  
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《その他備品》 

  時計/水球用帽子/コーン  ・・・  大学より持参(貸与) 

掲示板/延長コード・・・  林小学校より貸与 

 

 高価な備品は一切不要であり、ボール等も継続使用が可能なことから、保険費用も含め安価にて 

運営出来ることが確認された。 

 

◆スタッフ   

・ 安全管理者 ・・・ ライフセービング部より参加 （水上安全法資格者） 

・ 水中スタッフ ・・・ 教室運営／水中指導     ⇒ 水泳部選手 （５～６名） 

・ 陸上スタッフ ・・・ 学校窓口／受付／陸上ケア⇒ WILD３５９ｅｒｓ スタッフ（３名） 

 

 ＳＰＯＴ的な開催であった事から、水中スタッフ 1名につき、5名程度の児童を担当させた結果、

非常に効果的なコミュニケーションが図れ、慣れない水中運動に楽しく取り組む事が可能となっ

た。 

４．２．２ 先行事業遂行の意義 と 考察 

 本取組により、一貫教育の観点からも小学生期に水球に触れる機会を提供する事は、競技の普及発展に

は大変重要である事は間違いないものとの確信を得た。 

 プログラムに立ち会って頂いた校長先生からの「水球は、子供たちにとって楽しくない訳がない。子供

たちのこんな生き生きとした表情は簡単に繰り出せるものではない」といった言葉や、他校から見学にこ

られた教諭からの「是非、次年度の開催を検討して欲しい」といった反応にもあるように、機会の創出さ

え図れれば、水球の持つ様々な魅力を紹介していける事が分かった。 

毎年数々の悲しい水難事故がプールでも発生する中、安全に水遊びやアクアスポーツを楽しむことを水

球を通じて子どもたちに教えることは、長年水中競技にかかわってきた人間の得意とするところであり、

逆にそういったスキル（無形資産）を効果的に活用しない手はないものと考える。 

 

４．３ 調査と先行事業から推察される水球競技のメリット 

Ａ． 水球競技の特性について 

 水球競技には、下記の三要素が十分に盛り込まれているものと考える。 

特に水中対応力とコミュニケーション力とを無意識のうちに同時に養えるスポーツは他にはなく、 

競泳やサッカー・バスケットボール等のメジャースポーツだけではカバー出来ないものを、効率的に身

につける事が可能となると言えよう。 
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水中対応力

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ力 

論理的思考 
基礎体力

水球 

・ボールを投げる力 

・活動し続ける為の持久

力 

・俊敏に反応する為の瞬

発力など 

・仲間と共に戦略的に、ゴール

を目指す力 

・水に慣れ親しみ、基礎的泳ぐ力をつける 

 

図７ 水球競技の特性について 

 

Ｂ．水中運動の効果 

１．浮力の効果 

    人間の体重は肩まで水に浸かった状態では陸上の１／１０に減少する。 

従い、水中・水泳運動はこの浮力を利用し、運動に直接必要な筋肉以外をリラックスさせる効果が

あると同時に、現代社会に発生する心身のストレスを取り除く効果も期待出来る。 

２．水温の効果 

   体温よりも低い水温中での運動は、慣例刺激を受け体温調節機能が活性化し防衛体力の向上を促す。 

３．抵抗の利用 

   水の抵抗は、身体を速く動かせば動かすほどより大きな抵抗を得る事が出来、運動量が大きくなる

為、これを利用した高い運動効果を得る事が出来る。 

 

Ｃ. 真の「エリート教育」の一環 としての可能性 

  『本当の意味の「エリート」とは、社会における各分野でのリーダーであり、奉仕者である、という

自覚と能力を持った者たちのこと。エリートは、確固とした倫理観と社会奉仕の精神に基づいて社会

的な平等が保たれていくよう奉仕活動に従事する。そして、トップ層をプルアップする教育は、結果

としてボトムアップを実現する力にもなっていく。』 田嶋（2007） 

   

と述べられているように、ジュニアへの水球指導への取り組みは、スタッフサイドから見ても、水球人

材の育成にとって有効な事業となりうる可能性を秘めているものと考える。 
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５．ミッション・ビジョン・運営モデル 

 

これまでの研究・考察を経て、水球競技における一貫強化プログラムの実現は日本水球界の普及・発展

に不可欠な取り組みであり、それらに寄与していく事は、競技界の TOP チームの一員である当部の使命で

あると考え、実現の為の施策として今までに水球競技の現場においては実際に存在していなかった、大学

クラブを中心とした一貫指導・強化体制を確立していきたいと考える。 

これまで当組織は、大学水泳部水球部門と早稲田大学高等学院水泳部（水球部門のみ存在）が、各々の

考え方に沿って独自運営・強化を行っており、同根でありながらも全くと言っていいほど接点を持たずに

活動を展開してきた。（早稲田という同組織内に籍を置きながらも、活動場所の違い・OB 会組織の違い・

指導体制/方法の違い・橋渡し役の欠如等、様々な問題があり、その強みを十分に生かしきれていなかった。） 

こういった状況は、強化という点からみても非常に非効率的である事はもとより、大局的に見れば、水

球競技の普及・発展にとっても機会の喪失といった面でマイナス影響を与えているものと考える。 

学校スポーツの現場においてその競技を通した人間形成は欠くことの出来ない要素であり、それらを促

進させる為の土壌（構成メンバー）はより多様性に富んでいる事が望ましい。 

具体的には大学生～高校生に渡る広域な組織の中で、縦横のコミュニケーション能力を身につける事に

よって、社会においても活躍の期待される水球人材の輩出につながるものと確信している。 

一貫指導体制の構築は、選手のパフォーマンス向上のみならず、様々な利点をもたらす可能性を持った

組織体制であると考える。 

 

早稲田に限らず付属・系属組織（中学・高校）を有する他大学においても、同様の状況となっており、

既成の一貫組織がありながらも取り組めてはいない。 

各校それぞれの固有の問題はあるにしても、共通して考えられる点は、一貫強化に対する意識とマネジ

メント人材の不足ではないかと考える。他の競技に眼を向ければ当たり前のように展開されているにも関

わらず、それらに取り組めていない点は競技関係者として非常に耳の痛い話であり、今機会を捉え日本水

球の強化システムとしても推進目標として掲げられている一貫体制の構築を具体的に図っていく事とした

い。 

 また、その基幹事業のひとつとして、ジュニア水球スクールの運営プランを下記に企画していく。 

 

５．１イメージモデル 

 図７下図は、現在の運営体制と今後の体制をイメージしたものである。 

現在は、大学を卒業したＯＢプレーヤーと大学水泳部並びに高等学院水泳部が、マネジメント機能を持た

ずバラバラに活動をしてきた結果、近くにいながらも殆ど補完作用のない個別組織であった。 

 今後は、そこに縦串を通す形で『ワセダ水球クラブ』を配置し、稲泳会組織から派遣された大学水球部

門監督を中心とした一体組織として位置づけ、そのカバー領域は、ＯＢ～大学～高校～水球スクール（小

学生～中学生）とする。 
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 大学水泳部内に事務局を設け、大学監督より発信される強化・育成の方向性を各層へ発信し、更に理念

の共有を徹底しつつそれぞれのｽﾃｰｼﾞへ落とし込んでいく。将来的には自律循環していく組織を目指す。 

 

 

【現状】               【今後】    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ワセダ水球クラブ 

地域 

                              ～学院 OB 会～

～稲泳会～ 

高校１年～２年（S2 名） 

学部レギュラー（男・女）（S3 名） 

OB～全日本クラス 

【学院】高校１年～３

【ＯＢ】 

大学準レギュラー ～ 高校主力メンバー

【学部】大学１年～大学４年 

小中学スクール生（S2 名） 
縦軸組織の構築と強化を！

    図８．ワセダ水球クラブのイメージモデル 

   

５．２ミッション・ビジョン 

【ミッション】 

水球を通じてクラブに関わる全ての人達の笑顔と元気（と未来）を創造していく 

『我々は、元気ある明るいワセダ水球コミュニィティーを構築していく為に、クラブに関わるあらゆる層

の人々に、クラブを中心として“水球をみる・する・ささえる”場面を提供し、それらを通じてそこへ集

う皆の元気（と未来）を創造していく事を使命とする』 

【ビジョン】 

元気あるワセダ水球クラブコミュニティーの構築 

（戦略） 

①継続しうるマネジメント体制の構築 

②水球エリートの育成 

③組織運営におけるソリューション意識の醸成 

（タスク） 

①水球を軸にした魅力的な運営プログラムの創造 

②人間形成プログラムの作成と PDCA サイクルの実施 
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（OUTPUT） 

① 日本水球界への貢献（普及・強化への参画・水球ファンの増加） 

② 社会貢献の出来る水球人材の輩出数増加 

③ 軸となる水球ジュニアスクールの確立 

 

５．３ クラブ概要 

名 称 ： ワセダ水球クラブ 

所在地 ： 埼玉県所沢市 

構成メンバー：早稲田大学水泳部水球部門員並びにＯＢ選手・早稲田大学高等学院水泳部員 

ジュニア水球スクールメンバー・及び スタッフ 

活動プログラム：本クラブの活動プログラムは強化・教育・支援の 3本柱にて構成される。 

       （強化プログラム） 魅せるクラブ創りの為に 

        ①指導体制の構築・・・各層（大学・高校・スクール）への指導者の派遣と共に、 

クラブ全体としての強化育成プログラムの立案を行い、 

定期的なＭＴＧにて共有化を図る。 

        ②資金面・・・稲泳会からの援助費用の管理及び有効活用を行うと共に、 

強化に伴う必要に応じたその他活動資金の収集・援助 

        ③勧誘・補強・・・勧誘・補強に関する情報収集と活動 

（教育プログラム）育むクラブとして 

        ①地域共生プログラムの実施・・・ワセダクラブでの小・中学生への水球スクール開講 

                       による水球普及活動の実施と育成プログラムの立上げ。 

                        市民マラソン大会への協力や、清掃活動への参加等          

    の地域イベントへの積極的参加。 

        ②各層における教育プログラムの導入・・・高校生・スクール生レベルにおいての、効 

果的な施策の立案・導入 

        ③進路指導・就職活動支援・・・クラブ員への進路についての集団・個別指導の実施。 

        ④海外交流支援・・・教育的視点も踏まえた海外交流プログラムの企画・実行サポート 

（支援プログラム）チームを支える施策として 

① 連盟活動への参画・・・連盟運営を支えるスタッフの派遣を計画的に実施。 

審判・競技運営については、資格取得の資金援助等で促進。 

② 学校・OB 会・自治体 対応・・・外部団体との各種折衝・必要に応じた人材派遣 

③ メディア対応・・・各種 TOOL を活用したタイムリーな情報発信による情宣活動を 

                    大学生も活用しつつ展開し、関係者以外での一般ファンへの広が 

りを画策していく。 

④ マーチャンダイジング・・・クラブ一体感の醸成も含めたクラブグッズの制作を進め、 

              それらの外販による活動資金の捻出を企画する。 
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強 化 

教 育 支援

活動プログラム三本柱

ワセダ水球クラブにおける 
活動プログラム 

 

教育プログラム 

社会へ貢献しつつ、永続的に水球とクラブを

大切にし続ける事が出来る人間形成を実現 

  ⇒ 育むクラブ 

① 地域共生プログラムの実施 

・小/中学生への水球スクール開講 

 ⇒ ワセダクラブへの参画 

・地域イベントへの参加・協力（所沢） 

（ﾏﾗｿﾝ大会協力・清掃活動など） 

② 各層における教育Ｐ導入の検討 

③ 進路指導・就職活動支援 

④ 海外交流支援 

  →企画立案・マッチメイク 

 

支援プログラム 

強化・教育を展開するうえでの、側面支援を組織

的に展開。⇒ チームを支える 

① 連盟活動への参画 

競技全体を支える為の継続的人材育成・輩出 

（企画・審判・競技運営、更には 連盟運営 へ）

② 学校・OB 会・自治体 対応 

   → 各種折衝・指導者派遣・ 支援交渉など 

③ メディア対応（広告代理店 OB も 活用） 

   → HP の管理・活用、ﾒﾃﾞｨｱの取り込み 

④ マーチャンダイジング 

   → ＯＢ会費以外の活動資金の捻出 

 

強化プログラム 

各層に渡るチーム強化を図り、強い早稲田

を確立する ⇒ 魅せるクラブ 

① 指導体制の構築 

・指導者育成・派遣 （プログラム立案）

・練習環境整備（場所・物） 

②資金 

・活動費・強化費 援助（稲泳会 他） 

③勧誘・補強 

 

 

   図９．ワセダ水球クラブの活動プログラム 

５．４クラブ目標 

 本クラブの中長期の目標を図１０に記した。 

中学生を含めた全てのカテゴリー（小・中・高・大学/シニア）に渡り水球クラブを展開し、それぞれが

相互補完や切磋琢磨を繰り返しつつ持続的成長が出来る組織として拡大させていく。 
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初年度（2009 年） 

・ ワセダ水球クラブが発足され、関係者間にて認知

されている 

・ 最低限のスタッフが揃っている (8 名) 

・ 各プログラムの実行案が明確になっている 

・ ワセダクラブ 水球スクールが開講されている 

・ 水連への協力体制が整備（審判・運営･企画） 

本クラブにおける中長期の目標観

５年後（2014 年） 

・ 強化が継続的に推進されている 

・ 女子ﾁｰﾑの全国大会/Jr ﾁｰﾑの地区大会出場 

・ 水球教室の取り組みが、ボランティア型から、

相応対価型へと移行している 

・ 係属中学の強化策が実行されている 

・ 水球クラブ員100 名・スタッフ20 名 

3 年後（2012 年） 

・水球スクールが継続され、運営体制 

・大学日本一/高校生ｲﾝﾀｰﾊｲ出場 達成 

・ ・女子チーム及び、Jr チームが発足されている 

・水球クラブ員 80 名 (5･20･8･40･7) 

・オリンピック選手輩出 

 

10 年後（2019 年） 

・ 日本水球の普及・発展に寄与している。 

・ 水球スクールの事業が多拠点化している。 

・ 海外ｸﾗﾌﾞﾁｰﾑとの交流が定常化している。 

・ Jr ﾁｰﾑﾒﾝﾊﾞｰがｼﾆｱﾁｰﾑへ移行加入している等、全参画

者のｽﾃｰｼﾞが上がり正のｽﾊﾟｲﾗﾙへ。 

・ 水球クラブ員 120 名（ｼﾆｱ・小中高） 
図 10 ワセダ水球クラブの中長期目標



５．５ 人材マネジメント 

本件は恒久的に抱えている課題であるが、人材の確保・配置は、充実したプログラム運営やミッション

遂行のためには最重要課題であり、本クラブ立ち上げにおける欠かせない意味合いのひとつである。 

今期（2008 年度）より既に先行配置を進めているが、現状は下記体制にて殆どを稲泳会員にて運営され

ているが、方法を探りつつ今後はクラブメンバー全体を意識した中での適正人材の起用を模索していく必

要があると考える。その為にもクラブ員の範囲を広げると伴に人材育成事業にも注力していく必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【現組織】                【今後】 

  大学監督・コーチ 2 名          ＴＯＰチーム担当（含む女子）5名  

  高校監督・コーチ 3 名 育成チーム担当       3 名  

  水泳連盟担当   2 名 ジュニア担当        3 名 

  その他（庶務等） 1 名 水泳連盟          6 名  

                       その他（事務局）      3 名   

計 8 名                      計 20 名 程度 

          

          

          

 

６．ワセダ水球クラブ ジュニアスクール事業の展開 

 本項では、ワセダ水球クラブの基幹事業である、ジュニアスクールの事業計画について記述していく。 

競泳分野における水泳スクールやサークルは様々な形態で実施されてきており、手軽に情報入手が出来、

技量・年齢・性別・活動時間 等に合わせたスクールを見つける事は、比較的容易である。 

 しかしながら、水球となるとその機会は激減し、何らかの伝手がない限りは、個人で取り組もうとして

も容易にではない。 

 前述したように、当クラブのビジョンとして掲げた、日本水球の普及発展に寄与していく為、また先行

事業にて確認した、社会に貢献する力を持った水球人材の育成の観点から、本事業の重要性を捉え、具体

的実行計画を探っていく。 

 

６．１ スクールの位置づけ 

６．１．１ ワセダクラブ スイミング Division の一部として 

ＷＡＳＥＤＡＣＬＵＢ（以下 ワセダクラブ）は 2003 年 7 月に大学理事会において正式支援の承諾を得

て立ち上げられた、特定非営利活動法人（NPO 法人）である。 

この法人は、すべての市民を対象とした各種スポーツの普及・振興事業を行っていく中で、青少年の健

全育成、市民の健康増進及び地域コミュニティの活性化を図り、広く公益に貢献することを目的としてお

り、現代スポーツの持つ問題点を大学体育会組織全体がその係わりある諸団体・民間・地域と有機的に結

び付き、オープンスポーツクラブを設立することによって解消出来るもの考えている。 
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水泳部（水球部門）としてもその意味合いを理解し積極的に参画していく事で、当部の果たすべき社会

的責任を遂行していくと共に、参画する関係者・選手の成長の場としても有効に活かしていきたいと考え

る。 

従って、本事業はワセダクラブ／スイミング Division の１事業として位置づけ、小学生～中学生を対象

とした水球ジュニアスクールとして展開する。 

 

６．１．２ 具体的運営モデル 

 本事業の運営形態は図１１に示す通り、事業主体はワセダクラブとなる。  

ワセダクラブより早稲田大学水泳部のＯＢ会組織である稲泳会へ事業委託を行い、稲泳会はそれを受託し

たうえで、コーチ・運営スタッフ（含む 選手）の派遣並びにプログラムの提供を行う。 

 ワセダクラブの事務局では、会員管理や月謝の回収管理等の役務の提供を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ボート  Ｄｉｖ 

レスリングＤｉｖ 

スイミング Ｄｉｖ 

ラグビー Ｄｉｖ 

特定非営利活動法人 

WASEDA CLUB 

早 稲 田 大 学 

稲泳会 

（水泳部ＯＢ会） 

水球スクール事業 

12 ｽｸｰﾙ 

10 種目 

スクール運営

開催報告

管理役務の提供 

事業委託（委託料） 

プログラムの提供 

指導者・部員の派遣 

● 
● 

● 
 

図１１．具体的運営モデル 

 

６．１．３ SWOT 分析 

 スクール事業を開催するにあたり、本事業のＳＷＯＴ分析を行った。 

水球という馴染みのないスポーツへの選手／父兄の反応と未知の競技への関心が相反するが、先行事業 

においての実際の反応を鑑みれば、一度取組みさえすれば興味が広がる事は想像出来る為、体験講習のよ

うな取り組みが必要と考える。 

 また、スタッフ面においては、継続的に事業に参画出来る人材を将来的にいかに担保していけるか、更

には、育成プログラムの標準化への取り組みもスクール運営と同時並行し、確立させていく必要があるも

のと考える。 
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    図１２.スクール事業における SWOT 分析 

 

６．１．４プロダクト戦略 

水球競技が盛んである欧州では、国際選手育成を目的とした組織的プログラムが欧州水泳連盟（ Ligue 

Europeenne de Natation）によって設定されており、そこでは、20 歳以下（ジュニア）・18 歳以下（ユ

ース）・16 歳以下（カデット）の３カテゴリーに分類される。 

それらの区分を意識しつつ長期育成の視点に立って作成されたのが、下図の具体的指導内容である。 

フットワーク・ボールハンドリング・シューティング（基本オフェンス）・基本ディフェンスといった項

目から成っており、それら基礎項目以降は、上記分類に沿った形式で年代別に克服すべき課題が明記され

ている。本水球スクールにおいても、基本的にこの育成プログラムに則った育成スタイルを取り入れ、 

項目ごとの課題を遊びに近い形にブレイクダウンした指導プログラムの中で習得をさせていく。 
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表７ 長期一貫指導型水球競技選手育成における課題 

 

（財団法人日本水泳連盟水球委員会作成による未発表資料、原・榎本 改編 2005） 

 

 

30 
 



６．１．５ターゲット市場 

今回のスクール事業の主な活動拠点として下記の３候補を比較した。いずれも早稲田スポーツとは深い

関わりあいのある場所であり、各場所におけるＭＥＲＩＴ／ＤＥＭＥＲＩＴと、周辺地域の人口分布を比

較した。（尚、商圏範囲を、１㎞・３㎞・５㎞と設定し、対象人口の年齢を 19 歳以下にて設定） 

① 早稲田大学高石記念プール（所在地：新宿区早稲田）・・・以後文中 高石 

② 上井草スポーツセンタープール（所在地：杉並区上井草）・・・以後文中 上井草スポ 

③ 早稲田大学所沢キャンパスアクアアリーナ（所在地：埼玉県所沢市）・・・以後文中 所沢アクア 

表８ 主な活動拠点の比較 

 ＭＥＲＩＴ ＤＥＭＥＲＩＴ 

高石記念 ① 会員のアクセスのし易さ 

② 大学施設であるが故のロイヤリ

ティー（施設の開放） 

③ 地域住民の多さ 

① 施設の老朽化 

② 学校施設故の不便さ 

③ 選択スポーツの多様化 

上井草スポーツ ① 会員のアクセスのし易さ（駅前）

② 地域住民の多さ 

③ ワセダクラブとしての総合性 

④ 公共施設を利用したプロトタイ

プとしての意義 

⑤ 付帯施設の充実・安全管理 

① 公共性の担保 

② 活用に於ける規制の多さ 

③ 選択スポーツの多様化 

所沢アクア ① スタッフのアクセスのし易さ 

② 水球設備の充実 

③ 大学施設の開放としての意義 

① 活動時間の制約 

② 学校施設故の不便さ 

③ 地域住民の少なさ・アクセスの悪さ

0

50,000

100,000

150,000

200,000

人数

高石記念 上井草スポーツ 所沢アクア

高石記念 8,066 54,323 141,721 

上井草スポーツ 6,732 60,726 169,832 

所沢アクア 894 18,121 61,906 

１㎞圏内 ３㎞圏内 ５㎞圏内

       図 13．各域内における対象人口分布 
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2005 年度の国勢調査をもとに、MapInfo Professional v8.0 を用いて各候補地を分析したところ、現在

の所沢アクア近隣（即ち水泳部の居住する合宿所近隣）では、対象となり得る 19 歳以下の人口は、施設ま

での距離が徒歩10分程度と考える1キロメートル以内で894人となった。仮に年齢構成が均等と考えれば、

最もターゲットとして考えたい小学校高学年（4 年生～6 年生）は、20 分の 3 程度の約 50 名と思われる。 

さらに範囲を広げ自転車で 10 分～15 分である 3キロメートル以内で考えても、約２倍の 100 名の 

対象者しかいない事となってしまう。 

また、日本の 10 歳代への水球普及率を大まかに計算すると、競技人数は 3800 名程度・対象人口は 13,000

千人である事から、水球競技に取り組む 10 代の若者は 1/3250 人しかないものと推測出来る。 

早稲田大学が存在する地区であるとは言っても、所沢キャンパス周辺地域での会員獲得は、相当ハードル

の高いものであると判断せざるを得ない。 

 次に、高石記念プール（以後 高石） 及び、ワセダクラブの最大の Division であるラグビースクール

が開催されている上井草スポーツセンター（以後 上井草スポ）を中心に周辺商圏を調査してみたところ、

やはり所沢地区とは比較にならない規模の対象人口が在住する事が確認出来た。特に 5㎞圏内で比較する

と、上井草スポに至っては所沢アクアの約 3倍（11 万人）もの差が明らかとなった。 

 更に、施設自体の比較をしてみると、大学施設である所沢アクア及び高石と、公共施設である上井草ス

ポにおいては、『大学施設の開放』という観点で全く異なる。公共性の担保を義務付けられる上井草スポ

でのスクール開催は、他利用者との共同利用という点で相当の制約を受ける事となるが、本事業の今後の

展開（プロトタイプとしての意義）を考えれば、そういった施設での運営に積極的に取り組んでいく事の

意味合いは深く（安全面での機能の充実も欠かせないポイント）、またワセダクラブとして同地域で活動

する事は、ジュニアスクールとしての他種目展開（夏は水球・冬はラグビーといった形での、様々なスポ

ーツの場の提供）にとっても効果的であると考える。 

従って、対象人口の多さも加味し、本事業の主な活動拠点を上井草スポーツセンタープールと位置づけ、

事業計画を立案していく。 
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 ６．１．７ 競合戦略 

 上井草周辺を取り囲む地域には、練馬区（11 か所）・杉並区（5か所）・中野区（5か所）の計 21 カ所

のスイミングクラブが存在する。 

西武新宿線沿線だけを捉えても、鷺沼・上石神井・東伏見・田無 と電車で 15 分圏内に 5か所ものクラ

ブ存在するが、水球を中心としたプログラムを提供するクラブはなく、完全なる競合先とは言えないと考

える。逆に、水泳に興味を示している需要がそれだけあると考えれば、水球への関心も促進しうる可能性

を秘めているものと期待する。 

 

 

 図 14．上井草スポーツセンター近隣 MAP  (◆は、競合スイミングセンター) 

  

６．１．８ プロモーション戦略 

 水球というマイナー競技であるがゆえに、スクール開講にあたっては、プロモーション活動が重要とな

ってこよう。活動資金が潤沢にある訳ではないため、費用対効果を意識したうえで効果的に展開出来るか

につき下記に媒体と方法を記述する。（2009 年 4 月を目途に適宜実施） 

①水球関係者への情宣（ＯＢ子息の巻き込み・専門誌への掲載・専門家等からの推薦も活用検討） 

 → 最大のターゲットユーザーと位置づけてパーソナルコンタクトを展開 

子供の入会を促すと同時に、指導者人材としての親の巻き込みを狙う．又 そこから口コミも期待 

②ワセダクラブを起点にした情宣（ＨＰ/口コミ/総合型スポーツクラブとしての利点活用） 

 → ＨＰの活用による不特定多数への情宣 と 既存ワセダクラブメンバーの種目替え需要の模索 

③近隣学校への働きかけ（先行事例：フラッグフットボールが実施） 

④体験講習の実施 

◆ ◆

◆ 

◆ 

◆◆

◆
◆ ◆ 

◆

◆ 

◆ 

◆

◆5km 

3km 

◆ 

1km
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 → 正式開講前に体験講習を実施。無意識に水中でボールを追いかける楽しさを体感。 

父母へのプログラム内容の説明会等も実施し、水球に触れる機会を創出。 

 

６．１．９ スポンサーシップ計画 

早稲田大学水泳部としては、現在ミズノからのウェア支給を始めとした等支援を受けているが、本

事業については、ワセダクラブからの委託事業であり、それらに囚われる必要はないと考える。従い、

現在のワセダクラブの考え方に則った取組方針にて推進。 

 

６．１．１０ 開催要領 

開催予定： 初年度開催期間 2009 年 7 月～2009 年 12 月（6か月）毎日曜日 AM 8:30～10:00 月 4 回 

→ 次年度以降 3 月から 11 月（9か月開催を予定）  

場所  ： 上井草スポーツセンタープール （夏季期間にて所沢アクアアリーナへの遠征を企画） 

募集  ： 初年度 小学校 3年生～6年生（男子）１０名程度 *25M メートル以上泳げる事が望ましい 

      → 開講時はプログラムの実効性等を加味し、まずはターゲットを絞り込んで実施。 

月会費 ： ３５００円/月（このほかにワセダクラブのサポーター費用 5000 円/年が必要） 

      → 近隣スイミングクラブは、5～6000 円／週 1回コースにて実施。  

スタッフ： 運営スタッフ２名にて開催（主担当１名は当事業専属･･･稲泳会事業の一部と位置付け運営） 

→ その他、大学生・高校生選手スタッフを配置し、安全管理と同時に上位者との遊び 

感覚からの導入を図る。 

プログラム：①初級者への指導を前提に、水球長期育成プログラムへの移行を意識しつつ独自策定（前述） 

      ②施設マネジメント面（公共施設故の制約条件）からも、ハンドボール等の陸上球技を取り

入れたプログラム開発を進め、他スポーツを効果的に活用した基礎的能力の向上を狙う。 
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６．２ 収支計画 

 ワセダ水球クラブにおけるジュニアスクール収支計画は、表９に示す通り。 

尚 プール使用料については、地域内における非営利特定事業として優遇処置が適用される。 

 表９　ワセダ水球クラブジュニアスクール　事業収支計画

(単位：千円） 初年度 二年目 三年目 四年目 5年目 備考

収入 210 472.5 472.5 630 630

会員数 10 15 15 20 20

会費収入（千円／月） 3.5 3.5 3.5 3.5 3.5 4回／月

活動期間　(ヵ月） 6 9 9 9 9 9ヶ月（3月～11月

経費

）

プール使用（上井草） -126 -180 -180 -180 -180 ２コース使用

単価（千円／月） -6 -6 -6 -6 -6 6千円／2時間／回

<活動回数> 　

上井草プール 21 30 30 30 30

所沢プール遠征 3 3 3 3 3

その他遠征 3 3 3 3

コーチ交通費 -144 -216 -216 -216 -216

単価 -3 -3 -3 -3 -3 3千円／回／人

のべ人数 48 72 72 72 72 2名／回にて運営

活動期間 6 9 9 9 9

減価償却 5年定額前提

経常収支 44 44 201 201

累計 196 397
　　　　* 　試合参加費等は別途徴収予定

初期経費　（5年償却前提） （単位：千円）

単価 数量 計

ボール 2,500 20 50,000 　⇒　初期は馴染みやすいソフトボールを活用

ゴール 20,000 2 40,000 　⇒　コーン等にて代用可　（当面不要）

笛 1,500 2 3,000

帽子 2,500 26 65,000 　⇒　試合参加までは当面不要

ストップウォッチ 3,000 2 6,000

計 164,000

↑　6-9月各1回の遠征を計画・二年目以降は各2回へ増加

-303 -429 -429 -429 -429

-33 -33 -33 -33 -33

-93

-49 -5

 

＊初年度は、用具等の初期配置の為マイナス収支でのスタートとなるが、次年度からは安定運営を計画。 

 4 年目以降 約 400 千円/年の経費外費用（収入見込－（施設使用＋備品））が見込める事から、本事業

の継続的展開に向けた資金活用施策の検討は不可欠。 
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７．施設 

７．１ 施設概要 

所在地 ：上井草スポーツセンター 

杉並区上井草３－３４－１ 

施  設：プール（２５ｍ×６コース、水深１．２～１．３５ｍ） 

開館時間：[平日]  9 時～23 時 

     [土]   9 時～22 時 

     [日・祝] 9 時～21 時 

     毎月第 3木曜日は休館日 

利用料金：大人 250 円/時間・子供（4歳～中学生）130 円/時間 

駐車場 ：100 円/30 分 

 

７．２ 施設マネジメント 

2008 年度までは株式会社ティップネスとワセダクラブとのコンソーシアムが指定管理者として運営。 

2009 年度からは、株式会社東京アスレチッククラブ（ＴＡＣ）と東京フットボールクラブ株式会社（ＦＣ

東京）のコンソーシアムが指定管理を受託しワセダクラブが協力団体として支えていくという形態に移行

される事が内定しており、基本的には今後ＴＡＣ/ＦＣ東京との打ち合わせを重ねたうえで詳細を決定する。 

（参考） 

◆ 株式会社東京アスレチッククラブ 

設 立：1969 年 2 月 

所在地：東京都中野区（TAC 武蔵関・TAC 三鷹 他 全７拠点を有する）  

資本金：１５０百万円 

◆ 東京フットボールクラブ株式会社 

設立：1998 年 10 月 

所在地：東京都江東区 

資本金：８２０百万円 

 

８．リスクマネジメント 

８．１リスクアセスメント 

１）対象   ：ワセダ水球クラブ ジュニアスクール事業（2009.7 開講予定） 

組織目標 ：水球を通じてクラブに関わるあらゆる人達の笑顔と元気（と未来）を創造していく 

２）阻害要因 ：活動不能（停止・休止）状態に陥る事 

【外的要因】 

① 不慮の事故の発生による運営停止（死亡事故・怪我） 

       ② 人的事故の発生   〃    （   〃  ・各種ハラスメント） 

       ③ 活動場所の閉鎖（天災・人災） 
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       ④ 用具・備品の破損・盗難 

       ⑤ 母体の変化（ワセダクラブの運営停止・自粛 等） 

       ⑥ アクセス支障 → クラブ活動場所に集まれない！ 

      【内的要因】 

① 参加人員の不足（過多）  

② 指導人材・運営スタッフの枯渇 

③ 連絡事項伝達ミス 

 ④ 各種プログラムの未整備（クラブ運営・活動・危機管理） 

８．２リスクへの対応 

【外的要因】 

① 最大の対応を考慮 

適正スタッフの配置と構成バランスの考慮 

安全教育の定期実施と意識・習慣づけ（参加者への指導も含む）  

   事故発生対応の訓練実施のマニュアルの整備（初期対応・連絡網） 

   保険への加入 

② 上記実施に加え 

  スタッフ間での定期的な情報交換と相互チェック 

職制を通じたスタッフ管理（都度の体調確認等も含め） 

専門機関への相談ルートの確保 

       ③ 代替地の手配（事前選定と確保） 

         代替地使用におけるＲＭ対応（使用方法・金銭面など） 

       ④ 予備用品の確保・手配（手配手順の明確化） 

         破損に関する責任範囲の明確化 

         発生対応マニュアルの作成（対処方法・報告ルート）  

       ⑤ 母体運営基準の確認 

         各種データベースの定期的 BACKUP の実施 

       ⑥ 緊急連絡網の整備 

         発生時対応ルールの明確化（休講ルール策定/代替日・返金等） 

      【内的要因】 

       ① （開講時）各種情宣対応の徹底と最小・最大募集人員の明確化 

（開講後) 参加人員別プログラムの整備 

② 各種業務（指導・運営）の標準化及びマニュアル作成 

  予備人員の配備・確保  

③ 配信内容確認方法の確保（定期連絡網の整備・受信確認 MAIL 等） 

  緊急連絡網の整備 
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④ 各種プログラムの事前整備 

  定期的な更新 

  内容確認の為の第三者（機関）とのルート確保 

８．２．１ 低減が必要なリスクへの対応の実施内容 ： 

    水球クラブ運営においての最大のリスクは、活動中に発生する事故であると考える。 

特に水中運動中の事故は、重大事故につながる危険性を伴っており、幾重にも対応策を講じておく 

必要があるものと考えており、事前のリスク低減策が不可欠である。 

    ① 活動拠点の定期安全点検（公共施設使用予定の為、実施内容の確認） 

      → 独自目線での確認も実施（チェックシート作成） 

    ② 運営スタッフへの安全講習の実施（専門家指導の実施）及び資格取得 

    ③ 事故発生事例の研究（定期的な情報収集も実施）とスタッフ間での情報共有 

    ④ 施設との連携強化（定期的な安全管理 MTG の実施） 

８．３ リスクマネジメントの実効性を阻害する要因とその対応 

   ①人材面･･･あらゆる面の整備・運営において、まずは人財確保が最重要課題 

目標観の共有出来る人的資源を、早稲田大学水泳部 OB 会にて召集 

②経済面･･･非営利組織故に安全面でのリスクマネジメント対応が最優先。 

それらを優先した結果経済的破綻を来たした際には、母体とも相談の上解散を検討。 

   ③施設面･･･他者管理の為に意識の浸透性に GAP が生じる事が懸念されるが、指定管理者制度を活用

した民間企業への委託が行われている為、より高レベルの管理を実施されていると思わ

れる。（但し定期的な意見交換の場は必要） 

 

以上 
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